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Rise of China and Transformation of International Relations in East Asia

中国の台頭と東アジア国際関係の変容

アメリカは2017年1月のトランプ政権発足後、12月に国家安全保障戦略、18年1月に国家防衛戦略を策定し、中国を現状
変革国家とみなし、国際制度や貿易で包摂すれば提携国になりうるという歴代政権の政策を抜本的に見直した。また中国
の産業政策や技術政策に対する警戒感を強め、特に外国技術を取り込む技術の強制移転などの手法を問題視するように
なった。このため、アメリカは技術政策を大きく変更し、アメリカ企業の開発した技術への中国企業のアクセスを制限する一
方で自国の通信技術など先端技術の一層の振興を図っている。さらに、諸外国に対して中国の通信技術の排除を働きか
けていることを明らかにした。また、日本は中国の一帯一路構想を意識しながら2016年８月以降、「自由で開かれた太平
洋」構想を推進し、CPTPP(環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定)の下の経済協力による東南アジ
ア諸国内のサプライチェーンの強化を図る一方、東南アジア諸国と東西回廊などインドシナ半島内の連結性強化を柱とす
るインフラ整備協力などを進めている。また、東南アジア諸国と海上安保協力、海洋状況把握能力強化協力を深めている
ことを明らかにした。さらにフィリピンについてはアキノ政権のもとで南シナ海の島嶼を巡る紛争に関して仲裁裁判所に提訴
するなど対中政策の見直しが図られたもののドゥテルテ政権のもとで再び融和的な政策がとられていることを明らかにした。
また、日本とは、海洋安全保障協力を進める一方、援助を受け入れてきたことを示した。またミャンマーについては1988年
に成立した軍事政権のもとで、中国との関係緊密化が図られ、一帯一路に関連する天然ガス・原油パイプライン計画なども
推進された。2011年に民主化が進み文民政権が成立すると一帯一路関連のプロジェクトも一部凍結されるなど、対中関係
の見直しが行われたことを明らかにした。

　中国が経済、政治、技術の三つの面で大国として台頭し、これを踏まえて日本が独自の地域構想を掲げる一方、米国の
対中政策が変容する中で、フィリピンとミャンマーは米日中の政策にいかに対応しているのか検証し、東アジアの国際関係
がいかに変容しているのか明らかにする。日本は2016年から自由で開かれたインド太平洋構想を掲げ、東アジア諸国とイ
ンフラ整備協力や海上安保協力を深めている。一方、米国はインド太平洋戦略を提唱する一方、対中貿易政策を刷新し、
厳しい対中技術政策の展開を始めている。フィリピンは対米協調路線と対中協調路線の間で揺れ動いてきた。ミャンマー
は民政移管後、米国との関係の改善する一方、中国とも経済関係を緊密化させてきた。日本とも緊密な関係を維持し、中
国へのバランサーとして活用してきた。本研究では各国のこうした政策の内容を明らかにする一方、形成要因を分析する。

(全ての項目含め、1頁以内で記述してください。)
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フィリピンの対中政策の転換―小国の大戦略試論
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